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特集３ 消防防災ヘリコプターの安全運航体制の強化 

 

 

 １．
 

 

消防防災ヘリコプターは、平成 30 年 11 月１日現

在、全国の 55 団体において 75 機＊1が運航されてお

り、その高速性や機動性を活用し、地上からは接近困

難な場所においても救助・救急活動を可能とさせ、山

林火災における空中消火活動などでも大きな成果を

上げている。平成 30年７月豪雨において、緊急消防

援助隊として多数の消防防災ヘリコプターが出動し、

浸水により孤立した多数の住民の救助を行ったほか、

平成 30年北海道胆振
い ぶ り

東部地震においても、山の斜面

崩落により孤立した住民の救助を行うなど、国民の

安心と安全を守るために重要な役割を果たしている。 

 

 ２．消防防災ヘリコプター
の墜落事故の概要 

 

平成 21年以降、４件の消防防災ヘリコプターの墜

落事故が相次いで発生し、26 人の消防職員等が殉職

する極めて憂慮すべき事態となっている。それぞれ

の事故原因の検証と解決策の実施はもちろんのこと、

日常の安全対策において改善の余地がある点につい

ては確実に対応策を講じることで、消防防災ヘリコ

プターの運航の安全性向上に常に努め、今後の航空

消防防災体制の充実強化に全力を挙げる必要がある。 

 
消防防災ヘリコプターによる救助活動 

（東京消防庁提供） 

 

＊1 第２章第６節を参照 

（１）群馬県防災ヘリコプター「はるな」の墜

落事故 

平成 30 年８月 10 日９時 13 分に群馬ヘリポート

を離陸した群馬県防災ヘリコプター「はるな」は、

10 時 45 分の着陸予定時刻を過ぎてもヘリポートに

着陸せず、12時24分に群馬県から消防庁に対して、

「はるな」が行方不明になっている旨の連絡があっ

た。12 時 57 分には消防庁長官から栃木県知事、埼

玉県知事、東京都知事及び新潟県知事に対して、広

域航空消防応援による出動要請を行い、各都県の消

防防災航空隊が群馬県に向けて出動した。14 時 30

分に埼玉県防災航空隊が「はるな」の機体の一部を

群馬県吾妻郡中之条町横手山付近で発見し、同機の

墜落が確認され、その後、消防、警察、自衛隊等の

関係機関からなる 223 人の地上部隊と航空機 27 機

による捜索・救助活動が延べ２日間行われたが、搭

乗していた９人全員の死亡が確認された。「はるな」

は、「ぐんま県境稜線トレイル」の全面開通に伴う山

岳遭難の発生に備えた危険箇所の確認等の地形習

熟訓練を目的として飛行しており、当日の気象状況

は、晴れのち曇り、南の風１m/s（草津町付近８時現

在）であった。国土交通省運輸安全委員会において、

事故原因等を調査中である。 

（２）長野県消防防災ヘリコプター墜落事故 

平成 29年３月５日、13時 33分に松本空港を離陸

し、訓練予定場所へ向けて飛行中であった長野県消

防防災ヘリコプターは、予定時刻になっても着陸連

絡がなく、15時12分に長野県警のヘリコプターが、

機体の一部を長野県鉢伏山付近（松本市と岡谷市の

境界付近）で発見し、墜落が確認され、搭乗してい

た９人全員が死亡した。当日の気象は良好であり、

北の風２メートルのち北西から北東の風２メート

ル、視程 10キロメートル以上（松本空港付近 13時

現在）であった。国土交通省運輸安全委員会は、平

成 30 年 10 月 25 日に事故調査報告書を公表し、原
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因は「山地を飛行中、地上に接近しても回避操作が

行われなかったため、樹木に衝突し墜落したものと

推定される。同機が地上に接近しても回避操作が行

われなかったことについては、機長の覚醒水準が低

下した状態となっていたことにより危険な状況を

認識できなかったことによる可能性が考えられる

が、実際にそのような状態に陥っていたかどうかは

明らかにすることができなかった。」とされた。 

（３）岐阜県及び埼玉県防災ヘリコプター墜落

事故 

平成 21 年９月、岐阜県の北アルプスで救助活動

中の岐阜県防災ヘリコプターが墜落し、搭乗してい

た３人が死亡する事故が発生した。また、平成 22年

７月には、埼玉県秩父市の山中で救助活動中の埼玉

県防災ヘリコプターが墜落し、搭乗していた５人が

死亡する事故が発生した。いずれも、標高 1,000メー

トルを超える山岳地帯において、ホバリング中に機

体の一部を岩壁又は樹木に接触させたことが原因

であった。 

なお、この４件の墜落事故において、消防庁では、

消防職員の惨事ストレスケアを行うため、「緊急時

メンタルサポートチーム」を派遣した。 

 

 ３．運航の安全性の向上に
向けた消防庁の取組 

 

相次ぐ消防防災ヘリコプターの墜落事故を受け、

消防庁では事故の再発防止策の検討や安全管理意

識の高い組織づくりに向けた調査研究等を行い、そ

の成果を、消防防災ヘリコプターを運航する地方公

共団体に助言してきている。 

（１）「消防防災ヘリコプターによる山岳救助

のあり方に関する検討会」（岐阜県及び

埼玉県防災ヘリコプターの墜落事故を

受けた対応） 

平成 21年の岐阜県防災ヘリコプター、平成 22年

の埼玉県防災ヘリコプターの墜落事故が続いたこ

とを受け、平成 22年から 24年にかけて、消防庁に

おいて「消防防災ヘリコプターによる山岳救助のあ

り方に関する検討会」が設置され、山岳地帯でのホ

バリングによる救助活動、救助方法の選択、出動の

決定、救助要請のあり方等について検討が行われた。

検討会報告書において、「事故の要因となる物的、人

的、環境的、組織的危険要因を一つ一つ排除するこ

とにより、事故の発生確率は低下して事故の防止に

繋がる。何か一つを改善することで事故が直ちにな

くなるのではなく、小さな事故が発生したときには

見逃すことなく、徹底した再発防止策の検討と改善

を継続しなければならない。」との基本的な考えが

示され、ボイスプロシージャー（発唱手順）におい

て、死角部分の見張りに関する規定を整備し、確実

に見張りを行うように努めること、山岳救助訓練に

ついて再点検を行うこと、機長は運航管理者の判断

を尊重することなどにより冷静に状況を判断する

ことなどが提言された。 

消防庁は、消防組織法第 37 条の規定に基づく助

言として、「消防防災ヘリコプターによる山岳救助

のあり方に関する検討会報告書について」（平成 24

年５月 29日付け消防広第 17号消防庁国民保護・防

災部広域応援室長通知）により、各運航団体に対し

て報告書提言に示す最優先事項及び計画的に実行

すべき事項等について再確認することを要請した。 

（２）「消防防災ヘリコプターの安全性向上・

充実強化に関する検討会」（長野県消防

防災ヘリコプターの墜落事故を受けた

対応） 

ア 検討会設置の背景 

消防庁は、平成 29 年の長野県消防防災ヘリコプ

ターの事故後直ちに、「消防防災ヘリコプターの安

全確保の再徹底について」（平成 29年３月８日付け

消防広第 67 号消防庁国民保護・防災部広域応援室

長通知）により、各運航団体に対して、安全管理体

制の再点検、訓練時を含めた安全確保の徹底、地形、

気象等の事前把握の徹底、運航時の留意事項につい

て注意喚起を行い、その後、アンケート及びヒアリ

ングによる状況調査を行った。 

また、今後の事故防止に向けては、全ての運航団

体の状況調査から把握された課題の解決、航空消防

防災体制の充実策及び消防防災ヘリコプター操縦

士の養成・確保策を、現時点における着手可能な再

発防止策として位置付け、消防関係者及び有識者で

構成する「消防防災ヘリコプターの安全性向上・充

実強化に関する検討会」を平成 29 年８月に設置し

た。計４回の検討会を開催し、課題の解決に向けた
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取組について検討が行われ、平成 30 年３月に報告

書（以下「平成 29年度検討会報告書」という。）が

取りまとめられた。 

イ 検討会報告書の概要 

平成 29 年度検討会報告書では、消防防災ヘリコ

プターの現状と課題を整理したうえで、運航団体が

取り組むべき項目について提言がなされた。 

（ア）消防防災ヘリコプターの現状と課題 

運航体制・運航の安全性については、これまでの

検討会での提言事項が徹底されていない面がある

こと、更なる安全確保に向けてソフト、ハード両面

で一層の取組みが必要なことが示された。 

航空消防防災体制については、相互応援体制の強

化、関係機関との協力関係を更に強化する必要が示

され、ヘリコプター操縦士の養成・確保については、

高齢化等により今後の操縦士確保に懸念があるこ

と、運航団体による操縦士の技能管理が重要との指

摘がなされた。 

（イ）運航団体に対する提言事項 

運航団体に対する提言は、山岳救助時等の困難業

務時のみならず通常運航時も含めた視点から、安全

管理を見つめ直す時期が来ており、安全性の向上策、

航空消防防災体制の充実強化、消防防災ヘリコプ

ター操縦士の養成・確保について取りまとめられた。 

ａ 安全性向上策 

（ａ）ヘリコプター動態管理システムの常時活用及

び高度化 

運航種別にかかわらず常時起動、通信間隔の短縮

により、地上からの監視体制を強化する必要がある。

飛行時の機体状況の可視化は飛行後の運航面の振

り返りにも活用でき安全性向上への効果も期待で

きる。 

（ｂ）ヒヤリ・ハット事例の共有化 

過去のヒヤリ・ハット事例を蓄積し共有していく

ことは長期的な事故防止策につながり、安全管理意

識の醸成にも効果が期待できる。共有の仕組みにつ

いては消防庁において検討する必要がある。 

 

＊2 飛行中に機長が副操縦士から問題点の指摘を受けた際の対応のルールなど、対人関係や協調性等を専門的技術として訓練で身につけさ

せ、航空隊の安全性・業務遂行能力を向上させること。 

（ｃ）CRM＊2（クルー・リソース・マネジメント）の

導入 

航空隊内におけるチーム力向上のために CRMを積

極的に導入する必要がある。導入に向けた研修の手

法等については継続的に研究を重ねていく必要が

ある。 

（ｄ）２人操縦体制の導入による運航の安全の確保 

操縦かんを握る機長に生じる不測の事態への備

えは何よりも優先されるものであり、計器類の操作

補助によって機長の負担軽減が可能となる。操縦士

の養成・確保とも合わせ、各運航団体が計画的に導

入を進めていく必要がある。 

（ｅ）フライトレコーダー・ボイスレコーダーの搭

載 

フライトレコーダー・ボイスレコーダーは、事故

の原因究明の迅速化、長期的な航空安全への貢献の

観点から、機体更新時に合わせて搭載する必要があ

る。 

（ｆ）消防防災航空隊の組織、人員等 

客観的な立場から航空隊を管理・監督する運航責

任者と気象情報や活動に関わる情報を適宜機体側

に伝える役割を果たす運航管理要員を常時航空隊

基地に配置すること。 

（ｇ）ヘリコプターの運航に関する規程・要綱の整

備徹底 

全運航団体が、規程、要綱、マニュアル等の点検・

見直しを行い、その整備・遵守を徹底すること。 

（ｈ）各操縦士の技能管理 

操縦士の技能管理は、各運航団体が適切な出動可

否判断を行うために重要であることから、運航形態

にかかわらず、運航団体自らがこれを行う必要があ

る。 

（ｉ）死角部分の見張り 

救助活動中における死角部分への見張り体制を

徹底し、充分な見張り体制が確保できない場合は、

安全管理に重きを置き、当該救助活動を中止する判
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断を行うなど、運航体制、地理的条件および機体特

性に合わせた活動を実施する必要がある。 

（ｊ）シミュレーターの活用 

実機では実施が困難な緊急操作の訓練が可能と

なり、操縦面の安全性向上を図ることができる。各

運航団体におけるシミュレーターを活用した訓練

を推進し、国の財政措置や配備のあり方について検

討すること。 

ｂ 航空消防防災体制の充実強化 

（ａ）相互応援体制の強化 

各運航団体は、協定の締結による消防防災ヘリコ

プターの相互応援体制の充実を図っていくことが

重要であり、消防庁から関係地方公共団体に対して

相互応援体制の充実に向けた働き掛けを実施する

必要がある。 

（ｂ）関係機関との連携強化 

各運航団体は、協定や覚書等により関係機関との

連携を強化・推進することが重要であり、消防庁は、

関係省庁間で調整を行い、各運航団体と関係機関と

の連携強化ができるような環境を整備する必要が

ある。 

（ｃ）消防防災ヘリコプターのニーズを踏まえた充

実策 

各地域のニーズを考慮しつつ、消防防災ヘリコプ

ターの相互応援体制の強化及び関係機関との連携

強化による効果を見極めながら、人員確保、財政的

な実現可能性と照らし合わせ、消防防災ヘリコプ

ターの増配備について各地域の実情に応じた議論

を進めていく必要がある。 

ｃ 消防防災ヘリコプター操縦士の養成・確保 

（ａ）乗務要件・訓練プログラムの有効活用 

運航団体は、技量ある操縦士の養成・確保と安全

運航に向け、乗務要件・訓練プログラムを活用する

ことが重要であり、訓練内容の設定や能力確認要領

の一定の基準づくりについては、消防庁が主体と

なって検討していく必要がある。 

（ｂ）２人操縦体制による操縦士の養成 

次を担う操縦士の養成は、運航団体と民間事業者

がともに取り組むべき課題である。技量・経験を有

する操縦士による２人操縦体制を各運航団体が中

長期的な目標として定め、OJT による２人操縦体制

により若手操縦士の育成と安全運航を図っていく

必要がある。 

（ｃ）操縦士の増加策・財政措置 

必要に応じて操縦士を自主養成できるよう、各運

航団体が操縦士希望者の選抜要領や養成計画を検

討することが望ましく、自主養成や２人操縦体制の

実施に伴い必要となる人材養成費への財政措置に

ついて消防庁において検討すること。 

ウ 検討会報告書の周知 

平成 29 年度検討会報告書の取りまとめ後、消防

庁は、消防組織法第 37 条の規定に基づく助言とし

て、「消防防災ヘリコプターの安全性向上・充実強化

に関する検討会報告書について」（平成 30年３月 30

日付け消防広第 150号消防庁広域応援室長通知）に

より、各運航団体に対して報告書提言に早期に取り

組み、消防防災ヘリコプターの安全運航の再徹底を

要請した。 

 
平成 29年度 検討会の模様 

（３）群馬県防災ヘリコプター墜落事故を受け

た対応 

平成 29 年度検討会報告書の提言事項について各

運航団体が取組を進めていたところ、平成 30 年８

月 10 日に群馬県防災ヘリコプターの墜落事故が発

生した。 

事故原因は国土交通省運輸安全委員会が調査中

であるが、消防防災ヘリコプターの安全運航を徹底

するためには、平成 29 年度検討会報告書の提言項
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目を各運航団体が確実に実施していくことが基本

であることから、消防庁は「消防防災ヘリコプター

の安全確保の再徹底及び「消防防災ヘリコプターの

安全性向上・充実強化に関する検討会報告書（平成

30年３月）」等提言の取組の早期実施について」（平

成 30年８月 13日付け消防広第 259号消防庁国民保

護・防災部広域応援室長通知）を発出し、安全管理

体制の再点検、飛行時の安全確保の徹底、運航時の

留意事項として、運航の可否について機長のみの判

断に委ねず運航管理者等からの助言をもとに客観

的に判断するよう努めること、飛行時にはヘリコプ

ター動態管理システム等を活用して、運航状況を常

時把握すること等を徹底するとともに、平成 29 年

度検討会報告等の提言について早急に実施するこ

とを要請した。 

その後、消防庁は全ての運航団体に対して改めて

ヒアリングを実施し、提言事項の実施状況や実施に

当たっての課題の把握に努めるとともに、平成 30年

10 月に公表された長野県消防防災ヘリコプターの

事故調査報告書で明らかにされた事故原因への対

応策と合わせて更なる対策を検討している。消防防

災ヘリコプターの事故が続いていることを踏まえ

ると、運航団体が実施すべき措置の更なる具体化及

び他省庁との連携強化を進めるとともに、必要な財

政措置等について検討するなど、従来以上に強力な

働き掛けを行っていく。 

国民の安心と安全を守るための消防防災ヘリコ

プターが、相次いで墜落事故を起こしていることを

全ての関係者は極めて重く受け止め、今一度安全な

運航体制の実現に全力で取り組む必要がある。 


